予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費
	事業名　耕作放棄地再生利用総合支援補助金
　　　　 耕作放棄地再生支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

農政部　農村振興課　農村支援係　電話番号：058-272-1111（内3175）

E-mail：c11427@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　3,000千円（前年度予算額：4,000千円）
＜財源内訳＞　

支援補助金

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,000

	要求額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000

	1月29日時点
査定額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000

	決定額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000


支援事業費
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000

	要求額
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000

	1月29日時点
査定額
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000

	決定額
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
担い手の減少と高齢化により、営農条件の不利な地域を中心として耕作放棄地が増加している中、優良農地の確保と有効利用を進めるため、耕作放棄地の再生から営農定着までを一貫して支援し、耕作放棄地の解消を図る。

（２）事業内容
①耕作放棄地再生利用総合支援補助金
　　　・条件不利な耕作放棄地において、耕作放棄地の再生と営農再開に取り組む農業者等に対し、営農継続に必要な条件整備に要する経費を補助する。

　　②耕作放棄地再生利用普及事業

・「農地イキイキ再生週間」を設定し、農業者をはじめ、担い手、地域住民、企業、農業委員会、市町村、県などが連携し、耕作放棄地を再生するとともに、営農を担う担い手を掘り起こす。

（３）県負担・補助率の考え方

　　・定額助成（10aあたり10万円かつ50万円上限）
　　・対象経費は資材費のみとし、設置に係る人件費は実施主体の負担とする

（４）類似事業の有無

　　・耕作放棄地再生利用緊急対策交付金（国庫）

　　・上記事業の対象経費は、草刈・抜根・土壌改良・関連施設整備（ハウス、市民農園等）等となっており、県事業の対象経費である鳥獣防止柵、防草シートは含まれていない。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	30 
	業務旅費

	需用費
	370 
	消耗品費250、燃料費120

	役務費
	90 
	郵便等10、保険料80

	使用料
	150 
	草刈機等の機器借上げ

	原材料費
	360 
	モデル圃場の設置に係る経費

	補助金
	2,000 
	耕作放棄地再生利用総合支援補助金

	合計
	3,000 
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・ぎふ農業・農村基本計画　「４－４－２豊かで住みよい農村づくり」
　　・岐阜県長期構想　「Ⅳ　美しい自然と環境を守る『清流の国』づくり－

１　森・川・海をつなぐ清流とふるさとの自然を守る」
（２）後年度の財政負担
　　　岐阜県長期構想の目標年次である平成３０年度まで継続実施する
　　　（H27～30：3,000千円/年）
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　耕作放棄地の再生に取り組もうとする新たな担い手に対し、「貸し手」と「借り手」のマッチング、耕作放棄地の再生から営農定着までの一貫した支援を実施し、耕作放棄地の解消を推進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	耕作放棄地解消面積

(岐阜県長期構想)
	371ha
（H23）
	552ha
（H24）
	
	645ha
（H25）
	700ha

（H30）
	92.1％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　農地イキイキ再生週間における耕作放棄地解消活動を１０か所以上で実施予定（１０圏域で１か所以上）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　耕作放棄地再生利用緊急対策交付金（国庫）による耕作放棄地の再生に加え、耕作放棄地再生利用総合支援補助金（県単）による鳥獣被害防止柵や防草シートの設置を実施することにで、より確実な営農継続の条件が整えられた（国交付金実施地区の１／２で県補助金を活用）。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	県内の農村地域では農業従事者の高齢化や減少による労働力不足や増加する鳥獣による作物被害により、耕作放棄地の面積が2000年の世界農林業センサスでは3,803haであったのに対し、2010年センサスでは、5,490haと約1,700ha増加している。耕作放棄地を解消し、農地を良好な状態で維持・保全することは、食料自給率の向上のほか、県土の保全にとって必要性の高い事業といえる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　国交付金の実施地区の半数が本補助金を活用している。耕作放棄地発生の要因である鳥獣被害、畦畔管理の労力不足等の解消が、特に中山間地域において耕作放棄地の再生、営農再開へのインセンティブとなっているといえる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	　実施地区においては、被害を与える獣種にあわせた防止柵を導入するなど効率化が図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　岐阜県における耕作放棄地の面積は、2000年の世界農林業センサスでは3,803haであったのに対し、2010年センサスでは、5,490haと約1,700ha増加し、食料自給率の低下の一因となっている。また、農地は県土の保全、水源のかん養、自然環境の保全など、多面的機能を有しているが、耕作放棄により、農地を良好な状態で維持されず、多面的機能が低下している。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　国交付金を活用し、耕作放棄地の再生から営農定着までの一貫した支援を実施する。また、中山間地域等の地形的条件不利地域においても営農継続できる条件整備を整え、耕作放棄地の解消を推進する。


